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研究成果の概要（和文）：本研究では消費者の調理行動の観察・インタビューを実施し、家庭の食品ロスである
過剰除去（食材下処理時に除去される可食部）の発生理由として、個人の好み、調理時の利便性を求める意識、
調理の知識や技術の不足などを明らかにした。そして消費者アンケート調査を実施し、調理時の利便性が過剰除
去の要因として大きいことを明らかにした。これら成果を踏まえ、過剰除去を含む食品ロス削減のための介入と
して、一般のオンライン料理教室の中で過剰除去を減らす方法等を伝えるという方法を提案した。一般市民を対
象に実施し、介入前後にアンケートを行った結果、介入群では過剰除去削減行動等の促進が確認された。

研究成果の概要（英文）：I observed and interviewed consumers' cooking behaviour and found that the 
reasons for excessive removal (edible portions removed during food preparation), which is household 
food waste, include personal preference, need for convenience in cooking and lack of cooking 
knowledge and skills. A consumer questionnaire survey was also conducted, which revealed that 
convenience in cooking was a major factor in excessive removal. Based on these results, an 
intervention to reduce food waste, including excessive removal, was proposed and tips to reduce 
excessive removal were provided in an online cooking class. The results of the questionnaire survey 
conducted before and after the intervention showed that the intervention group promoted food waste 
prevention behaviours, such as reducing excessive removal.

研究分野： フードシステム論

キーワード： 食品ロス　過剰除去　消費者行動　行動変容　介入　調理行動　環境配慮行動　啓発プログラム

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究により、消費者の過剰除去の実態および過剰除去を生む意識や事情について、初めてまとまった知見を得
ることができた。これまで部分的な調査から、食べられないという意識や個人の好みにより過剰除去が生まれて
いると指摘されてきたが、本研究から、除去の主要な理由は調理上の都合であることが示唆された。
過剰除去を含む家庭の食品ロス削減のための介入に関しては、先行研究が非常に限られる中、本研究において、
新しくかつ効果が期待できる介入方法を提案することができた。特に、食品ロス削減に関心の高くない人にアプ
ローチできる点、実社会で広く実施し得る点を踏まえた介入方法を提案、効果検証できたことは重要な成果であ
る。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
食品ロスは環境問題、食料問題を引き起こす重大な問題だが、日本を含む高所得国では家庭か

ら多くの食品ロスが発生しており、家庭の食品ロスの削減が強く求められている。家庭の食品ロ
スは、「直接廃棄（賞味期限切れ等で利用されることなく廃棄される食品）」、「食べ残し」、「過剰
除去（野菜等の調理の際に除去される可食部）」に分類されるが、日本において家庭の食品ロス
の中で少なくない割合を占めているのが過剰除去である［1］。しかし既存研究の多くは、直接廃
棄や食べ残しを食品ロスとして想定しており、過剰除去の研究はほとんど行われてこなかった。
したがって、消費者が調理時にどのような可食部を除去しているのか、可食部であるはずの部分
を除去するのはなぜなのかを理解するところからはじめ、その理解に基づいて過剰除去削減の
方法を検討する必要があると考えた。 
 
２．研究の目的 
本研究の最終的な目的は、家庭で発

生する過剰除去を削減するための効果
的な方法を検討することである。その
ために、図１に示すように、まず過剰
除去の実態・原因を解明し（ステージ
Ⅰ）、その後過剰除去削減のための介
入プログラムを開発することとした（ステージⅡ）。 
（1）ステージⅠ：過剰除去の実態・原因の解明 
過剰除去を削減するためには、消費者に過剰除去を削減する具体的な調理方法を知ってもら

うという方法が考えられる。では、消費者に知ってもらう必要性が高いのは、どのような食品の
どのような部分の過剰除去削減方法だろうか。それを検討するために、本研究では、家庭ではど
の食品のどの可食部分が除去されることが多いのかという過剰除去の実態を明らかにすること
とした。  
一方で、消費者が食品を過剰に除去してしまう背景には様々な事情や意識があると考えられ

るため、消費者に調理方法を知ってもらうだけでは不十分である。例えば残留農薬を心配して厚
めに皮を剥いているかもしれず、その場合は残留農薬に関する適切な知識を伝える必要がある。
あるいは部分的に傷んでいるために本来可食部であったところを除去しているなら、調理方法
よりも食品の管理方法を伝える必要がある。そこで、どのような働きかけが必要なのかを検討す
ることができるよう、過剰除去を生む消費者の意識や事情も明らかにすることとした。 

 
（2）ステージⅡ：過剰除去削減プログラムの開発 
ステージⅠで得た知見に基づき、参加した消費者がその後、家庭で継続的に過剰除去削減に取

り組むような介入プログラムを検討し、その効果を検証することを目的とした。 
 
３．研究の方法 
（1）ステージⅠ：過剰除去の実態・原因の解明 
過剰除去の実態や、過剰除去を生む消費者の意識や事情については、これまで知見がほとんど

蓄積されていないため、どのような質問項目を設ければそれらが浮かび上がるのかがわからな
い状況であった。したがって、まず行動観察やインタビューにより、過剰除去の実態や意識、事
情にはどのようなパターンがあるかを探索する質的調査を実施した。そしてその知見に基づき
アンケートを作成し、それを用いて実態や意識、事情を量的に把握する調査を実施した。 
①過剰除去の実態・原因に関する質的調査 
家庭で調理を主に担う人を被験者とし、2017 年 8 月・9 月および 2018 年 2 月・3 月に、被験

者（9名）の自宅を訪問し実際に料理を作ってもらい、どのような部分がどのように除去されて
いくかを観察し記録（写真・メモ）した。調理前の食品、除去部分の重量も測定し、写真に記録
した。調理が完了した後インタビューを行い、なぜその部分を除去したか、除去した部分を食べ
られると思うか、普段からそのようにしているか、その食品の利用頻度などを尋ねた。 
日本食品標準成分表に基づき、調査時に使用された食品の過剰除去率を算出した。その結果と

インタビューの回答、観察記録とを照らし合わせ、どの部分が除去されたか、過剰除去を生む意
識や事情についてパターンを洗い出した。 
 
②過剰除去の実態・原因に関する量的調査 
家庭で調理を主に担う 20歳以上の消費者を対象として、2020 年 2月および 3月にアンケート

調査を実施した（配布数 200、回収率は 88％）。①の質的調査により得られた知見を基に質問項
目を検討し、アンケートでは日本で消費量の多い野菜 10 種について、特定の可食部について除
去するかどうか、除去する可食部に対する意識、食品ロス問題についての認知、調理経験等を尋
ねた。得られた回答に基づき、各可食部を除去する人の割合を算出するとともに、各可食部を除

図 1 本研究の流れ 



去する人が当該可食部に対してどのような意識を持つ場合が多いのかを算出・検定した。また、
過剰除去行動と食品ロス問題についての認知等との相関を確認した。 
 

（2）ステージⅡ：過剰除去削減プログラムの開発 
ステージⅠで得た知見および既存研究に基づき、過剰除去を削減するための介入プログラム

を設計した。プログラムは、「4．研究成果」で詳しく述べるが、過剰除去の削減効果が期待でき
るだけでなく、食品ロス削減に関心の高くない人を巻き込めるか、実社会で広く実施し得るか、
という点も考慮して設計した。2021 年 11 月および 2022 年 2 月に、このプログラムを家庭で調
理を主に担う 20 代～40 代の消費者に対して実施し、その効果を、実施直前、1 か月後、6 か月
後のアンケート回答の比較により検証した。アンケートでは、過剰除去削減行動をはじめとした、
食品ロス削減行動を尋ねた。 
 
４．研究成果 
（1）ステージⅠ：過剰除去の実態・原因の解明 
①過剰除去の実態・原因に関する質的調査 
調査と分析の結果、過剰除去には、イギリスの WRAP が定義する possibly avoidable food 

waste（ジャガイモの皮など、食べない部分としてあえて除去するもの）と、不可食部を除去す
る際に一緒に除去する可食部（ニンジン葉柄基部周辺部分など）があることが明らかになった。
これらを除去する理由は様々見いだされ、一つには、食品の特定の可食部を「食べられない」と
認識しているということがあった。また、食べられると認識しながらも「捨てるのが当然」と考
えている場合もあった。また、「おいしくない」という理由や、料理内容、料理する相手によっ
ては使う気にならないということもあった。当該可食部を取り除くことでより便利に調理でき
るという事情もあった。さらに、調理技術や知識の不足、調理時の可食部の除去に対する関心の
低さも影響していた。 
②過剰除去の実態・原因に関する量的調査 
調査と分析の結果、ジャガイモ表層付近、ニンジン葉柄基部付近、ニンジン表層、キャベツ外

葉、ダイコン表層は過半数が除去すること、20・30 代は 40 代以上より除去する人が多いこと
が明らかになった。 
可食部に対する意識は、「おいしくない」「食べられない」など部位そのものに対する評価と、

「不可食部を完全に除去するために可食部を取り除く」などのように、調理上の都合ともいうべ
き意識に分けられたが、可食部を除去する人では、当該可食部に対し調理上の都合を意識してい
る場合が多いことが明らかになった。具体的には、「不可食部を完全に除去するために可食部を
取り除く」、「不可食部だけを除去するのは面倒」、「不可食部だけを除去するのは難しい」、「当該
部分を除去すると料理しやすくなる」などの意識がある場合が多かった。また、「おいしくない」
との意識で除去する人も多かったが、キャベツ外葉、ホウレンソウ株元付近などは、汚れている、
劣化・変質しているという意識で除去する人がより多いことが明らかになった。食品ロス問題に
ついての認知は、過剰除去行動との間に相関はみられなかった。 
以上のステージⅠの研究により、これまで十分に議論されてこなかった消費者の過剰除去の

実態および過剰除去を生む意識や事情について、まとまった知見を得ることができた。過剰除去
を生む意識や事情については、これまで部分的な調査から、食べられないという意識や、個人の
好みによる場合が多いと指摘されてきたが［2］、本研究から、除去の主要な理由となっているの
はむしろ調理上の都合であることが示唆された。 
 
（2）ステージⅡ：過剰除去削減プログラムの開発 
過剰除去を含む家庭の食品ロスを削減する介入の設計にあたっては、行動変容効果があるこ

とだけでなく、食品ロス削減に関心の高くない人にアプローチできることや、実社会で広く実施
し得ることも考慮する必要がある。このような問題意識に基づき、一般に開催されているオンラ
イン料理教室の中で、その本来のコンセプトは変えないまま、参加者に食品ロスを減らす調理方
法や保存方法を伝える、という介入方法を提案した。一般のオンライン料理教室であれば、様々
な人が参加、開催できると考えたためである。 
この介入の効果を検証した結果、介入群（n=52）は介入後、複数の食品ロス削減行動の頻度―

ニンジン葉柄基部付近や皮など捨てられがちな野菜可食部を利用する頻度や、すぐ食べ切れな
い料理がある場合に冷凍する頻度、レシピ通りの材料がない場合に他の食品で代用する頻度が、
実施直前に対して1か月後、6か月後に有意に上昇した。食品を廃棄する頻度は有意に低下した。
対照群（n=58）でも食品ロス削減行動は促進したが、介入群の方がより大きく変化したことから、
介入の効果が示された。ニンジン葉柄基部付近、タマネギ底盤部周辺を利用する頻度は、若い人
や、調理技術や知識を学ぶ料理教室への参加意向のある人で上昇しやすかったことから、調理経
験が浅い人の方がより行動促進されやすいと考えられた。 
本研究で提案した介入は、食品ロス削減の具体的な方法のみを伝えることを想定しているが、

比較のために、食品ロスへの問題意識を高める情報（食品ロスの量や問題点）も追加的に提供す
る介入（n=46）も実施し、効果を比較した。その結果、食品ロス問題への意識を高める情報提供
をしなくても、する場合と同程度の行動促進が確認された。 
 過剰除去を含む家庭の食品ロスを削減するための介入方法に関しては、先行研究が少なく



知見の蓄積が求められている。ステージⅡの研究により、新しく、また効果が期待できる介入
方法を提案することができた。特に、食品ロス削減に関心の高くない人にアプローチできること、
実社会で広く実施し得ることは、既存研究の介入ではほとんど考慮されてこなかった点であり、
これらの点を踏まえた介入方法を提案、効果検証できたことは重要な成果である。 
 
引用文献 
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